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令和５年度 第５回 

由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会 

 

と き 令和６年３月２６日（火） 

午後１時３０分～ 

ところ 本荘由利広域行政センター 

「学習ホール」 

 

 

～ 次  第 ～ 

 

１ 開 会 

 

 

２ あいさつ 
 

   会長  由利本荘市長 湊 貴信 

 

３ 議 事  

 

  議案第１号 由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会規約の改正について 

 

  議案第２号 由利本荘市地域公共交通網形成計画の実施事業等の検証について 

 

議案第３号 由利本荘市地域公共交通計画（案）について 

 

４ その他 
 

 

 

５ 閉 会 



【委員】

区分 所属 職名 氏名（委員名） 備考

１号 由利本荘市 市長 湊 貴 信

２号 東日本旅客鉄道株式会社秋田支社 企画総務部長 尾 上 さ や か 【欠　席】

由利高原鉄道株式会社 代表取締役社長 萱 場 道 夫

羽後交通株式会社 取締役社長 齋 藤 善 一 輸送課長　金谷文之

一般社団法人秋田県ハイヤー協会 本荘由利支部長 小 石 和 弥 【欠　席】

秋田県由利地域振興局 建設部長 備 前 亨

３号 由利本荘警察署 署長 角 田 進 交通課長　佐藤勇人

国土交通省東北運輸局 鉄道部長 齊 藤 仁 伸

国土交通省東北運輸局 秋田運輸支局長 佐 々 木 敏

秋田県観光文化スポーツ部 交通政策課長 三 浦 一 成 主事　佐藤大輝

秋田県由利地域振興局 総務企画部長 土 門 久 仁 子

由利本荘市商工会 会長 佐 藤 久 美 【欠　席】

由利本荘市観光協会 会長 猪 股 春 夫 【欠　席】

秋田しんせい農業協同組合 代表理事組合長 佐 藤 茂 良 【欠　席】

一般社団法人由利本荘医師会 会長 松 田 武 文 【欠　席】

由利本荘市教育委員会 教育長 秋 山 正 毅 教育次長　木内卓朗

由利本荘市校長会 会長 佐 藤 隆 【欠　席】

由利本荘市ＰＴＡ連合会 会長 鈴 木 博 文 【欠　席】

由利本荘・にかほ地域生徒指導研究推進協議会 高校部会長 髙 橋 雄 一 【欠　席】

由利本荘市身体障害者協会 会長 三 浦 良 明

由利本荘市婦人団体連絡協議会 会長 土 田 典 子 【欠　席】

由利本荘市老人クラブ連合会 会長 小 野 崎 一 哉 事務局長　高橋寿和

公益社団法人由利本荘青年会議所 理事長 橋 島 達 也

鳥海山ろく線運営促進連絡協議会 会長 佐 藤 久 美 【欠　席】

由利本荘市企画振興部 部長 阿 部 徹

本荘地域公共交通利用者 大 竹 悦 子

矢島地域公共交通利用者 菅 原 賢 一 【欠　席】

岩城地域公共交通利用者 今 野 正 樹

令和 ５ 年度

由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会

首席運輸企画専門官
小林弘典
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【委員】 （※備考欄の職氏名は本日の代理出席者）

区分 所属 職名 氏名（委員名） 備考

３号 由利地域公共交通利用者 多 田 厚

大内地域公共交通利用者 菊 地 洋

東由利地域公共交通利用者 長 谷 山 博 昭

西目地域公共交通利用者 加 賀 秀 喜

鳥海地域公共交通利用者 高 橋 荘 一

秋田大学 准教授 日 野 智 【欠　席】

秋田県立大学 准教授 星 野 満 博

【事務局：地域振興課及び各総合支所】

職名 氏名

課長 佐 藤 昌 司

班長 田 口 侑 樹

主査 池 田 勇 人

主査 佐々木 まゆみ

主査 斎 藤 正 晴

班長 伊 藤 善 裕 【欠　席】

主査 加 藤 淳 子

班長 小 松 喜 恒

主査 小 松 盛 康 【欠　席】

課長補佐兼班長 菊 地 勝

企画振興部 地域づくり推進課

所属

西目総合支所 市民サービス課 振興班

鳥海総合支所 市民サービス課

矢島総合支所 市民サービス課 振興班

岩城総合支所 市民サービス課 振興班

由利総合支所 市民サービス課 振興班

大内総合支所 市民サービス課 振興班

東由利総合支所 市民サービス課 振興班
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議案第１号 

 

由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会規約の一部を改正する規約案 

由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会規約の一部を改正する規約 

 

 由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会規約（平成２１年３月制定）の一部を次のよ

うに改正する。 

 

 第１条第 1 号中「地域公共交通網形成計画（以下「形成計画」という。）」を「地域公

共交通計画（以下「交通計画」という。）」に、「連携計画」を「交通計画」に改める。 

 第３条第１号から第３号中「形成計画」を「交通計画」に改める。 

 第１１条第２項中「企画調整部地域振興課」を「企画振興部地域づくり推進課」に改め

る。 

 別表中 

「                   「 

                   を                   に、 

                                  」                   」 

 

「                   「 

 

 

                                     を                                     に、 

 

 」                   」 

 

「 

                                  を 

                               」 

 

「 

                                  に改める。 

                                」 

 

附 則 

 この規約は、令和６年３月２６日から施行する。 

 

提案（改正）理由 

地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成１９年法律第５９号）の改正に伴う

計画名称の変更並びに本市の機構改革に伴う事務局所管課の名称変更及び本協議会を構成

する団体の名称変更のため 

(1) 地域公共交通網形成計画 

を作成しようとする市 
(1) 地域公共交通計画を作成 

しようとする市 

(2) 公共交通事業者等、道路 

管理者、港湾管理者その他 

地域公共交通総合連携計画 

に定めようとする事業を実 

施すると見込まれる者 

(2) 公共交通事業者等、道路 

管理者、港湾管理者その他 

地域公共交通計画に定めよ 

うとする事業を実施すると 

見込まれる者 

由利本荘６高校生徒指導連絡協議会会長又はその指名する者 

由利本荘・にかほ地域生徒指導研究推進協議会高校部会会長又

はその指名する者 



由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会規約の一部改正（新旧対照表） 

新 旧 

由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会規約 

 

由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会規約 

 （目的） 

第１条 由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会（以下「協議会」という。）

は、次の各号に掲げる目的をもって設置する。 

 (1)  地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59

号。以下「法律」という。）第６条第１項の規定に基づき、地域公共

交通計画（以下「交通計画」という。）の作成に関する協議及び交通

計画の実施に係る連絡調整を行うため。 

 (2)～(3) 略 

（目的） 

第１条 由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会（以下「協議会」という。）

は、次の各号に掲げる目的をもって設置する。 

 (1)  地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59

号。以下「法律」という。）第６条第１項の規定に基づき、地域公共

交通網形成計画（以下「形成計画」という。）の作成に関する協議及

び連携計画の実施に係る連絡調整を行うため。 

(2)～(3) 略 

第２条 略 第２条 略 

 （事業） 

第３条 協議会は第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

 (1) 交通計画の策定及び変更の協議に関すること。 

 (2) 交通計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

 (3) 交通計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 

 (4)～(7） 略 

（事業） 

第３条 協議会は第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。 

(1) 形成計画の策定及び変更の協議に関すること。 

 (2) 形成計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

 (3) 形成計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 

 (4)～(7） 略 

第４条～第10条 略 第４条～第10条 略 

 （事務局） 

第11条 協議会の業務を処理するため、協議会の事務局を置く。 

２ 事務局は、由利本荘市企画振興部地域づくり推進課に置く。 

 （事務局） 

第11条 協議会の業務を処理するため、協議会の事務局を置く。 

２ 事務局は、由利本荘市企画調整部地域振興課に置く。 

第12条～第16条 略 第12条～第16条 略 

   附 則  

 この規約は、令和６年３月26日から施行する。 

附 則 

 この規約は、平成 27年４月１日から施行する。 



新 旧 

  

別表（第６条関係） 

法律第６条第２項の区分 協議会を構成する委員 

(1) 地域公共交通計画を作成

しようとする市 

略 

(2) 公共交通事業者等、道路

管理者、港湾管理者その他

地域公共交通計画に定めよ

うとする事業を実施すると

見込まれる者 

略 

略 

略 

略 

略 

(3) 公安委員会及び地域公共

交通の利用者、学識経験者

その他市が必要と認める者 

略 

由利本荘・にかほ地域生徒指導研究推進

協議会高校部会会長又はその指名する

者 

略 
 

  

別表（第６条関係） 

法律第６条第２項の区分 協議会を構成する委員 

(1) 地域公共交通網形成計画

を作成しようとする市 

略 

(2) 公共交通事業者等、道路

管理者、港湾管理者その他

地域公共交通総合連携計画

に定めようとする事業を実

施すると見込まれる者 

略 

略 

略 

略 

略 

(3) 公安委員会及び地域公共

交通の利用者、学識経験者

その他市が必要と認める者 

略 

由利本荘６高校生徒指導連絡協議会会

長又はその指名する者 

略 
 

 



由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会規約 
 
 （目的） 
第１条 由利本荘市地域公共交通活性化再生協議会（以下「協議会」という。）は、次の各号に

掲げる目的をもって設置する。 
 (1) 地域公共交通の活性化及び再生に関する法律（平成 19 年法律第 59 号。以下「法律」とい

う。）第６条第１項の規定に基づき、地域公共交通計画（以下「交通計画」という。）の作

成に関する協議及び交通計画の実施に係る連絡調整を行うため。 
 (2) 道路運送法（昭和 26 年法律第 183 号）の規定に基づき、地域における需要に応じた住民の

生活に必要なバス等の旅客輸送の確保その他旅客の利便の増進を図り、地域の実情に即した

輸送サービスの実現に必要となる事項を協議するため。 
 (3) 由利高原鉄道鳥海山ろく線の活性化と再生を図るために必要な事項を協議するため。 
 
 （事務所） 
第２条 協議会は、事務所を秋田県由利本荘市尾崎 17 番地に置く。 
 
 （事業） 
第３条 協議会は第１条の目的を達成するため、次の業務を行う。 
 (1) 交通計画の策定及び変更の協議に関すること。 

 (2) 交通計画の実施に係る連絡調整に関すること。 

 (3) 交通計画に位置づけられた事業の実施に関すること。 

 (4) 地域の実情に応じた適切な乗合旅客運送の態様及び運賃・料金等の協議に関すること。 

 (5) 市有償運送の必要性及び旅客から収受する対価の協議に関すること。 

 (6) 由利高原鉄道鳥海山ろく線の活性化と再生を図るための協議に関すること。 

 (7) 前６号に掲げるもののほか、当協議会の目的を達成するために必要なこと。 

 

 （組織） 

第４条 協議会は、会長、副会長２名及び委員をもって組織する。 

 

 （会長及び副会長） 

第５条 会長は、由利本荘市長をもって充てる。 

２ 会長は、協議会を代表し、その会務を総理する。 
３ 副会長は、委員の中から会長が指名する者をもって充てる。 
４ 副会長は、会長を補佐して協議会の業務を掌理し、会長に事故あるとき又は会長が欠けたと

きは、会長の職務を代理する。この場合、副会長が複数いるときは、会長があらかじめ指名し

た順序で、職務を代理する。 
 
 （協議会の委員） 
第６条 協議会の委員は、別表に掲げる者とする。 
 



 （会議） 
第７条 協議会の会議（以下「会議」という。）は、会長が招集し、会長が議長となる。 
２ 会議の議決方法は、出席者の過半数の同意によるものとする。 
３ 会議は原則として公開とする。ただし、会議を公開することにより公正かつ円滑な議事運営

に支障が生じると認められる協議については、非公開で行うものとする。 
４ 協議会は、必要があると認められるときは、委員以外の者に対して、資料を提出させ、又は

会議への出席を依頼し、助言等を求めることができる。 
 
 （協議結果の尊重義務） 
第８条 協議会で協議が整った事項について、委員はその協議結果を尊重しなければならない。 
 
 （幹事会） 
第９条 協議会に提案する事項について、協議又は調整するため、必要に応じ幹事会を置くこと

ができる。 
２ 幹事会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 
 
 （分科会） 
第10条 第３条各号に掲げる事項について、専門的な調査及び検討を行うため、必要に応じ協議

会に分科会を置くことができる。 
２ 分科会の組織、運営その他必要な事項は、会長が別に定める。 
 
 （事務局） 
第11条 協議会の業務を処理するため、協議会の事務局を置く。 
２ 事務局は、由利本荘市企画振興部地域づくり推進課に置く。 
３ 事務局に事務局長、事務局員を置き、会長が定めた者をもって充てる。 
４ 事務局に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
 
 （経費の負担） 
第12条 協議会の運営に要する経費は、負担金、補助金、繰越金及びその他の収入をもって充て

る。 
 
 （監査） 
第13条 協議会に監査委員を２名置く。 
２ 協議会の出納監査は、会長が委嘱する監査委員によって行う。 
３ 監査委員は、監査の結果を会長に報告しなければならない。 
 
 （財務に関する事項） 
第14条 協議会の予算編成、現金の出納その他財務に関し必要な事項は、会長が別に定める。 
 
 



 （協議会が解散した場合の措置） 
第15条 協議会が解散した場合には、協議会の収支は、解散した日をもって打ち切り、会長であ

った者がこれを決算する。 
 
 （委任） 
第16条 この規約に定めるもののほか、協議会の事務の運営上必要な細則は、会長が別に定める。 
 
   附 則 
 この規約は、平成 21 年 3 月 2 日から施行する。 
 
   附 則（第 1 条、第 3 条改正） 
 この規約は、平成 22 年 2 月 24 日から施行する。 
 
   附 則（第 2 条、第 11 条改正） 
 この規約は、平成 22 年 4 月 1 日から施行する。 
 
   附 則（第 11 条改正） 
 この規約は、平成 23 年 4 月 1 日から施行する。 
 
   附 則（別表改正） 
 この規約は、平成 24 年 4 月 1 日から施行する。 

 
附 則（別表改正） 

 この規約は、平成 25 年 10 月 1 日から施行する。 

 
附 則（第 1 条、第 3 条、別表改正） 

この規約は、平成 26 年 11 月 20 日から施行する。 

 

附 則（第 11 条改正） 
この規約は、平成 27 年 4 月 1 日から施行する。 

 

  附 則（第１条、第３条、第 11 条、別表改正） 

この規約は、令和 6 年 3 月 26 日から施行する。 



別表（第６条関係） 
法律第６条第２項の区分 協 議 会 を 構 成 す る 委 員 

(1) 地域公共交通計画を作成し

ようとする市 
由利本荘市長又はその指名する者 

(2) 公共交通事業者等、道路管

理者、港湾管理者その他地域

公共交通計画に定めようとす

る事業を実施すると見込まれ

る者 

東日本旅客鉄道株式会社秋田支社長又はその指名する者 
由利高原鉄道株式会社代表取締役社長又はその指名する者 
羽後交通株式会社取締役社長又はその指名する者 
（一社）秋田県ハイヤー協会本荘由利支部長又はその指名する者 
秋田県由利地域振興局建設部長又はその指名する者 

(3) 公安委員会及び地域公共交

通の利用者、学識経験者その

他市が必要と認める者 

由利本荘警察署長又はその指名する者 
国土交通省東北運輸局鉄道部長又はその指名する者 
国土交通省東北運輸局秋田運輸支局長又はその指名する者 
秋田県観光文化スポーツ部交通政策課長又はその指名する者 
秋田県由利地域振興局総務企画部長又はその指名する者 
由利本荘市商工会会長又はその指名する者 
由利本荘市観光協会会長又はその指名する者 
秋田しんせい農業協同組合代表理事組合長又はその指名する者 
（一社）由利本荘医師会会長又はその指名する者 
由利本荘市教育委員会教育長又はその指名する者 
由利本荘市校長会会長又はその指名する者 
由利本荘市ＰＴＡ連合会会長又はその指名する者 
由利本荘・にかほ地域生徒指導研究推進協議会高校部会会長又

はその指名する者 
由利本荘市身体障害者協会会長又はその指名する者 
由利本荘市婦人団体連絡協議会会長又はその指名する者 
由利本荘市老人クラブ連合会会長又はその指名する者 
（公社）由利本荘青年会議所理事長又はその指名する者 
鳥海山ろく線運営促進連絡協議会会長又はその指名する者 
由利高原鉄道株式会社応援大使の代表者 
本荘地域公共交通利用者 
矢島地域公共交通利用者 
岩城地域公共交通利用者 
由利地域公共交通利用者 
大内地域公共交通利用者 
東由利地域公共交通利用者 
西目地域公共交通利用者 
鳥海地域公共交通利用者 
秋田大学又は秋田県立大学の教授又は准教授 
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・本市の中心市街地である本荘地域と各地域を結ぶ路線バス、鉄道の運行を維持

するため、交通事業者に交付している運行費補助等を継続する。 

 

・近年、様々な形で進歩を続けるキャッシュレス決済やロケーションシステムの導

入を検証・検討し、利便性の向上に努めるとともに、バスパックなどの企画や貨

客混載の実施による生産性向上の取り組みを継続し、収支改善を図る。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

 

補助金交付 

    

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

バスパック・

貨客混載事業

継続 

 

バスパック・

貨客混載継続 

キャッシュレ

スの導入 

バスパック・

貨客混載継続 

キャッシュレ

スの導入拡大 

  

 

由利本荘市／バス事業者／鉄道事業者 
 

 
 
＜令和５年度＞ 
・交通事業者に対する運行費補助を維持した 
・羽後交通企画「バスパック（お食事付き天然温泉日帰り乗車券「東由利 黄桜温

泉 湯楽里編」）」を継続 
・羽後交通各路線及び循環バス・コミュニティバス「子吉線」において PayPay で

の運賃支払いを継続 
・路線バス「象潟線」での日本郵政(株)との貨客混載事業を継続 

 

  

目標１ “使える”公共交通へ 

事業１－１  地域間幹線である路線バス・鉄道を維持する 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

←羽後交通の道の駅バスパック 
チラシ（東由利） 

↑路線バス「象潟線」で実施されている
日本郵便(株)との貨客混載の取り組み 

< 継 続 実 施 > 

< 継 続 実 施 > 

→循環バ
ス等にお
いて
PayPay
での運賃
支払い受
付継続 

＜由利本荘市地域公共交通網形成計画（第二次）の実施事業の検証について
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・主に路線バスの代替交通として地域内の幹線を運行している市コミュニティバ

スの運行を継続する。 

・路線バスと接続する乗り継ぎ拠点を核としたフィーダー交通を維持することで、

地域内の交通ネットワークの充実を図る。 

・地域内にまとまったニーズがあると認められる場合は、基準を設けた実証運行を

行い、持続可能性に十分配慮したうえでフィーダー交通を導入する。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

由利本荘市 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・コミュニティバスの運行を維持・継続した 
・循環バスのルート拡大など一部要望はあったが、路線変更、新規路線の導入によ
るフィーダー交通の構築までは至らなかった 
 

  

事業概要 

実施主体 

事業１－２  地域内幹線であるコミュニティバスの運行と維持 

事業実施状況 

↓由利本荘市循環バスのマップ 運行中の由利本荘市循環バス↓ 

<地域要望等に応じ新規路線の随時検討> 

<コミュニティの運行継続＞ 
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・既存の各種交通モード間の接続の利便性を向上させることで、利用者がスムー

ズに公共交通機関を利用できる環境を整える。 

・地域間幹線である鉄道や路線バスと地域内交通である市コミュニティバス等の

乗り継ぎをスムーズにするよう改正を行う。 

・ただし、乗り継ぎをして地域間を移動する以外にも、地域内の移動ニーズがあ

ることも考えられるので、その点にも十分配慮して改正を行う。 

【対象となる交通モード】 

 鉄道／路線バス／市コミュニティバス 

 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

R3.4 ダイヤ

改正にむけ調

査・検討を行

う 

ダイヤ改正の

実施 

   

 

鉄道事業者／バス事業者／由利本荘市 

 
 
＜令和５年度＞ 
・各交通モード間の接続を見直し、R５.４.1 ダイヤ改正を行った 
・利用者からの要望により、羽後交通路線においてＪＲとの接続調整を行った 
・路線バスの減便に伴い、鳥海方面から本荘方面へ向かう通学ダイヤの接続が途絶
えてしまったが、再度の接続調整が出来なかった 
 

 

  

事業概要 

実施主体 

事業１－３  各種交通モード間の接続強化 

路線バス「岩谷線」と 
コミバス「中田代線」が接続 
「道の駅おおうち」にて→ 

 
←ＪＲダイヤへの接続のため、 
羽後交通路線「本荘～横手線」を、 
Ｒ５.12.1 付けダイヤ改正を行った 
 

事業実施状況 

< 継 続 実 施 > 
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・羽後本荘駅の東西自由通路整備に伴い改修されるバスロータリーやタクシー待

合い場所を最大限活用できるよう運行体制を整える。 

・各地域の乗り継ぎ拠点を維持（整備）し、乗り継ぎ環境の向上を図る。 

【対象となる乗り継ぎ拠点】 

 羽後本荘駅／矢島駅／岩城みなと駅／羽後亀田駅／前郷駅／道の駅おおうち／ 

 道の駅東由利／西目駅／道の駅西目／鳥海菜らんど 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

 羽後本荘駅 

一部供用開始 

羽後本荘駅 

完成 

  

 

鉄道事業者／バス事業者／施設管理者／由利本荘市 
 

 
 
＜令和５年度＞ 
・４月１日、羽後本荘駅東西駐車場広場の整備が完了し、路線バス・コミュニティ
バス用のバスロータリーや、タクシーの待合場所の整備が完了し、他の乗り継ぎ拠
点については施設が維持された 
 

 

  

事業概要 

実施主体 

事業１－４  羽後本荘駅ほか乗り継ぎ拠点の整備 

（羽後本荘駅）         （矢島駅）      （岩城みなと駅） 

（羽後亀田駅）      （前郷）    （道の駅おおうち）  （道の駅東由利） 

（西目駅）       （道の駅西目）        （鳥海菜らんど） 

<運行体制整備> 

<既存拠点の維持整備を実施> 

事業実施状況 
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・バス路線については、「いつ」、「どこ」を「いくら」で運行するのかが分から

ず、乗車するのが不安であるとの声が多い。鉄道を含めた経路図や時刻表、運

賃などの情報を掲載したマップを作成する。 

・各公共施設や乗り継ぎ拠点、市ホームページにて掲出し広く周知できるように

する。 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

鉄道事業者／バス事業者／施設管理者／由利本荘市 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・コミバスと路線バス・鉄道との乗り継ぎ時間や、通院や買い物におけるコミバス
の利用例を記載した時刻表を作成し、市 HP に掲出した 
・時刻表やルートマップなどは、市窓口や市内施設においても配布した 
・由利高原鉄道では登録者へ一斉メールをおこない、運休・遅延情報を提供してい
る 

 

  

事業概要 

実施主体 

事業１－５  バス路線や鉄道の運行経路・ダイヤ等の周知とＰＲ 

本
市
コ
ミ
バ
ス
時
刻
表
の
一
例 

<掲出・周知・改定> 

事業実施状況 

<作成準備> 
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・鳥海山ろく線や路線バス、市コミュニティバスの沿線などにおいて、町内会や

町内老人クラブと「対話会」を開催し、公共交通の現状や利用促進の必要性を

説明し、意見交換をすることで住民理解と乗車数の増加に繋げていく。 

・特に、市コミュニティバスのうち、利用状況の悪い沿線においては、対話会の

際に乗車券を配布し「お試し乗車」を促すことで、乗車することへのハードル

を下げ、その後の継続利用に繋げていく。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

計２６回 計６回 計６回 計 10 回  

 

由利本荘市／地域住民 

 
 
 
＜令和５年度＞ 
・１月中旬時点で計 10 回の対話会を実施した（町内会長・行政協力員会議：２件、
コミュニティバス関係会議：2 件、乗り[逢い]交通事業導入関係町内：6 件） 
・「お試し乗車」は実施できなかった 
・公共交通計画策定に伴い、市民アンケートを実施した 
 

 

 

  

目標２ “自分ごとの”公共交通へ 

事業２－１  町内会や老人クラブ等との「対話会」の開催 

事業概要 

実施主体 

↓広報による対話会の募集 

<継続実施> 

事業実施状況 

HP 上でのアンケート調査の依頼↓ 
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・公共交通を利用する方が固定化されていることも利用者の減少に歯止めがかか

らない要因の一つである。 

・そこで、普段は車を使用する方が、月に１度や２度と、積極的な気持ちで、あ

えて公共交通を利用することで地域の「生活の足」を維持していくことが可能

になっていく。 

・事業２－１で実施する「対話会」や各地域で開催される町内会長等が集まる会

合などに出向き説明とお願いを繰り返すことで“使わなければなくなってしま

うんだな”という意識を持っていただけるようにしていく。 

 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

由利本荘市／地域住民 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・町内会長会や行政協力員連絡協議会などで地域の実情を伺いながら、利用促進を
図ったが、「ちょい乗り」の提案までは至れなかった 

 

  

事業２－２  地域住民の「ちょい乗り」の推進 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

＜対話会＞ 
↓笹子地域行政協力員連絡協議会議 

<継続実施> 

＜対話会＞ 
←西目地域町内会長会 
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・地域内の移動に関する課題解決を、地域住民自ら実施する事業を「乗り[逢い]

交通」事業と定め、実施までのサポートや経費の一部助成を行っていく。 

・交通空白地域や公共交通機関の運行が充実していない地域に対して事業説明を

行い、導入を促進していく。 

・事業導入の際には、公共交通機関の役割分担に十分配慮するよう交通事業者と

協議を行い、市の地域公共交通活性化再生協議会の承認を経て実施する。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

導入１団体 導入２団体 導入検討 

１団体 

継続協議 新規導入予定 

 

由利本荘市／バス事業者／タクシー事業者／地域住民 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・新規導入はないが、令和６年度からの由利地域西沢地区に導入予定 
・石脇新山乗り逢いタクシーの会員募集チラシを作成し、石脇 4 町内に配布した 
・石沢地域交通の紹介パンフレットを作成し、石沢地域で全戸配布した 

 

  

事業２－３  「乗り[逢い]交通」事業の導入と推進 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

＜石脇新山＞ 
会員募集チラシ 
← 

<随時 募集・検討協議・導入> 

 

＜石沢地域交通＞ 
広報用パンフレット↓ 
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・各地域を運行する市コミュニティバスの車両に、地域特有のラッピングを施す

ことにより“自分たちのバス”である意識を醸成し、“守り育てる”ための「ち

ょい乗り」に繋げていく。 

・ラッピングは、各路線の車両状態と市の財政状況を考慮して更新される際に施

すものとする。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

鳥海ワゴン 

2 台 

導入なし 大内・鳥海 

各１台 

導入なし 西目ワゴン 

１台予定 

 

由利本荘市 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・新規導入はないが、令和６年度に西目地域で１台更新予定 

 

  

事業２－４  地域ごとのバスラッピングの導入 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

コミバス 循環バス（八幡下方面）↓ 

コミバス 循環バス（御門町方面）↑ 

R4 鳥海皿川線の導入事例↓ 

<車両更新時にラッピング実施> 
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・公共交通機関の沿線のスーパーや医療機関と連携し、公共交通利用者に特典が

つくスタンプカードを発行することなどで利用を促進し、乗車人数の増加と地

域経済の活性化を目指す。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

由利本荘市／企業等事業主 

 
 
 
＜令和５年度＞ 
・コミバス「子吉線」でグランマート本荘南店とスタンプカードを継続 
・小友地区「本荘ひがしクリニック」より、石沢地域交通との連携を希望され、 
 石沢地区から当クリニックへの通院手段に「乗り[逢い]交通」が導入された 
・具体的な連携方法が検討されていないため、積極的な連携に至らなかった 

 

  

目標３ “ライフスタイル提案型”の公共交通へ 

事業３－１  沿線のスーパーや医療機関との連携 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

<継続実施> <募集・準備> 
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・高齢者による重大な交通事故の発生などを契機に、運転免許を自主返納する市

民が増加してきている。その一方で、本市においては農作業などで車を使用す

ることを考慮すると免許を手放すことが難しいという面もある。 

・高齢者が、安心して「おでかけ」することができるように、市コミュニティバ

スの割引制度の検討を行うとともに、遠方から本荘地域の総合病院に通院する

負担を軽減するため、路線バスの上限制導入を検討する。 

・利用料金の割引き等の検討を行う際には、当該事業の持続可能性についても十

分配慮する。 

・運転免許返納後に受けられる割引制度などをまとめたチラシを作成し、周知を

図る。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

由利本荘市 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・「高齢者お出かけ促進事業」を継続し、広域移動の負担軽減をおこなった 
・免許返納者へのコミュニティバス割引き制度を継続し、チラシを作成し周知して
いる 

 

  

事業３－２  高齢化や増加する運転免許自主返納者への対応 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

＜高齢者お出かけ促進事業＞ 

<割引制度に関する調査> <制度の導入・継続実施> 

＜免許返納に関するチラシ＞ 



＜由利本荘市地域公共交通網形成計画（第二次）実施事業の検証について＞ 

 

 

 

 
 

・公共交通のダイヤやルートの改定には、データやニーズが根拠として必要とな

るが、現状では、実際に公共交通を利用している市民の意見を直接把握できる

体制が整っていない。 

・そこで、バス路線の車内および市役所庁舎（各総合支所含む）に「公共交通 意

見箱」を設置して、誰でもいつでも意見をあげられるようにする。 

・具体的な意見をいただきたいことから、様式を定め、氏名・住所・電話番号を

記載してもらい、市から問い合わせをすることもあることを明記する。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

バス事業者／由利本荘市 

 
 
 
＜令和５年度＞ 
・「私から市長への提案」により公共交通についてもご意見をいただいている 

 

  

事業３－３  「公共交通 意見箱」の設置 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

◆ わたしから市長への提案 ◆HP などを通じて、広く意見や要望を受け付けている。 

<検討準備> <わたしから市長への提案受付> 



＜由利本荘市地域公共交通網形成計画（第二次）実施事業の検証について＞ 

 

 

 

 

 

 

 
 

・平成 26 年度に 166 千人あった通学定期利用は、平成 30 年度には 108 千人

にまで減少している。要因の一つとして JR と比較して 2 倍以上となっている

定期券代がある。 

・これを解決する手段として定期券購入費の補助制度が挙げられるが、路線バス

定期券購入費とのバランスや、新たな財政負担が生じる可能性もあることから

アンケート調査を行い、検討を開始する。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

アンケートの

実施 

通学定期半額

割引きの実施 

   

 

由利本荘市／由利高原鉄道（株） 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・由利高原鉄道により割引制度を継続し、大変好評を得ている 

 

  

目標４ “守って育てる”山ろく線 

事業４－１  通学定期券購入費助成の検討 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

<継続実施> 

＜R5 実績＞ 

R5.12 月時点での購入状況  

  １年生 ２年生 ３年生 

矢島地域 ２７名中 ２０名 ７４％ ３２名中 １３名 ４１％ ２６名中 １６名 ６２％ 

由利地域 ３６名中 １６名 ４４％ ３１名中 １６名 ５２％ ３２名中 １３名 ４１％ 

鳥海地域 ２３名中 １２名 ５２％ ２４名中 ９名 ３８％ ２８名中 ９名 ３２％ 

学年合計 ８６名中 ４８名 ５６％ ８７名中 ３８名 ４４％ ８６名中 ３８名 ４４％ 

 

  全学年 

矢島地域 ８５名中 ４９名 ５８％ 

由利地域 ９９名中 ４５名 ４５％ 

鳥海地域 ７５名中 ３０名 ４０％ 

全体合計 ２５９名中 １２４名 ４８％ 

 



＜由利本荘市地域公共交通網形成計画（第二次）実施事業の検証について＞ 

 

 

 

 
 

・鳥海山ろく線は路線距離 23km に 12 駅が設置されている。しかし、居住地に

よっては駅まで遠く利便性がよいとは言えない地域も多くある。 

・これらの地域において、駅までの移動をしやすい環境を整えることで利用促進

が図られる。 

・地域におけるニーズを把握し、フィーダー交通を整備することで、地域住民の

鳥海山ろく線の利用が促進されるのか、そのためにはどのような運行形態がマ

ッチするのか検討していく。 

・検討にあたっては事業２－３「乗り[逢い]交通事業」の積極的活用も含める。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

由利本荘市／由利高原鉄道（株） 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・事業 2-3「乗り[逢い]交通」事業の導入と推進と合わせて引き続き検討 
・沿線地域で「乗り[逢い]交通」の導入に至らなかったため、他の方法を引き続き
検討する 

 

  

事業４－２  各駅へのフィーダー交通導入の検討 

事業概要 

実施主体 

事業実施状況 

<必要に応じて実施> <調査・検討・協議> 

◆ 取組例 ◆ 由利地域の小菅野地区では、乗り[逢い]交通の導入により、 

互助輸送がフィーダー交通の役割を担っている。 



＜由利本荘市地域公共交通網形成計画（第二次）実施事業の検証について＞ 

 

 

 

 
 

・鳥海山ろく線並びに本荘伏見線は、利用する市民にとっては大切な「生活の

足」であるものの、欠損額の補填が大きな財政負担になっている現状もある。 

・このことから、運行状況や乗車状況の現状を把握し、そこから、互いに協力し

調整を図ることで利便性を損なわず財政負担も軽減できるような対策はないか

検討を行う。 

・検討にあたっては、通学定期券購入費助成や駅までの利便性を高めることで、

本荘伏見線に与える影響も考慮しながら、目標４の３つの事業を一体的な対策

となるよう検討を進める。 

 
 

令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 令和６年度 

     

 

由利本荘市／由利高原鉄道（株）／羽後交通（株） 
 
 
 
＜令和５年度＞ 
・沿線の中学生及び市内の高校生とその保護者に対して、公共交通の利用に関する
アンケートを行い、今後の検討材料とした 
・並走区間の建設的な解消策の立案までは至っていないため、引き続き検討を行う 
 

 

 

実施主体 

事業実施状況 

事業４－３  路線バスとの並走区間に関する整理検討 

事業概要 

【参考】中学生アンケート 

<調査・検討・協議> <必要に応じて実施> 



＜由利本荘市地域公共交通網形成計画（第二次）＞ 

 

 

 

  ・市で定める上位計画における公共交通の望ましい姿や、市と公共交通の現状を鑑み

挙げられている前章における課題を解決する。 

・現状の交通ネットワークを維持しながら、将来あるべき公共交通の姿を実現するた

めの基本的な方針を定める。 
 

 

 

 

 

 

 

  

計 画 の 基 本 方 針 

持続可能な公共交通体系を構築し、 

安心して「おでかけ」できる環境を創る 

第５章  地域公共交通網形成計画の基本方針 

＜各目標における指標の達成状況＞ 



＜各目標における指標の達成状況＞ 

各目標における指標の達成状況 

 

 

 

  ・本計画で掲げた事業が的確に行われ、目指すべき公共交通の将来像に近づいている

かを評価するため、それぞれの目標に指標を設けて取り組みの成果を測定し、評価

していく。 

 

 

 

 

基準値：平成 30 年度 目標値：令和 6 年度 

15 本/日・15 人/便 15 本/日・15 人/便 

令和 4 年度実績：１４本/日 ・ ７．８人/便 

令和５年度実績：１４本/日 ・ ８．6 人/便 

    【モニタリング方法】 

     ・羽後交通（株）が実施する乗降調査の実績をヒアリングし指標とする。 

 

 

 

基準値：平成 30 年度 目標値：令和 6 年度 

７４．６％ ８６．８％ 

令和４年度実績：７7．3％ 

令和５年度実績：７7．3％ 

    【モニタリング方法】 

     ・前計画においてモニタリングしてきた、交通空白地域において導入された公

共交通機関のカバー率の調査を継続する。 

 

  

目標１ “使える”公共交通へ 

第７章  目標の評価と進行管理 

指標１－１  地域間幹線の路線バスの平均運行本数と乗車人数 

指標２－１  公共交通カバー率 

１、目標の評価 

【注】各目標の実績は全て 12 月時点での数値です 

＜評価・検証（案）＞ 

①人口減少の中で基準値を保つことは難しい状況であったが、「高齢者お出か

け促進事業」や「回数券」の割引きなどで利用促進を図ることが出来た。 

②新規導入等がなく、カバー率に変更はなかったが、令和６年度に乗り[逢い]

交通の新規導入の予定であるので、引き続き導入を推進していきたい。 
 
＜今後の改善点など＞ 

③鳥海方面で通学ダイヤの接続が途絶えてしまったため、鉄道、コミバス、路

線バスの接続強化を継続し、地域内・地域間セットでの利用促進を促す。 

④コミュニティバスのルート変更や乗り[逢い]交通事業の新規導入を検討し、

引き続きカバー率の向上に努める。 



＜各目標における指標の達成状況＞ 

 

 

 

 

基準値：平成 30 年度 目標値：令和 6 年度 

１４回 年２０回 

令和４年度実績： 6 回 

令和５年度実績：１０回 

    【モニタリング方法】 

     ・市が町内会や各種会合等において、市民に対して公共交通の現状や、これか

ら求められるものなどを説明し、意見交換を行うものを「対話会」とし、そ

の開催回数を指標とする。 

 

 

基準値：平成 30 年度 目標値：令和 6 年度 

－ １０件 

令和４年度実績：導入なし 計 3 件 

令和５年度実績：導入なし 計 3 件 

    【モニタリング方法】 

     ・「乗り[逢い]交通」事業補助金の交付件数を指標とする。 

 

 

基準値：平成 30 年度 目標値：令和 6 年度 

－ ５台 

令和４年度実績： 2 台（大内・鳥海） 

令和５年度実績：導入なし（計４台） 

    【モニタリング方法】 

     ・市コミュニティバスの車両更新に伴い、地域特有のラッピングを施した車両

の導入件数を指標とする。 

  

目標２ “自分ごと”の公共交通へ 

指標２－１  「対話会」の開催回数 

指標２－２  「乗り[逢い]交通」事業の導入件数 

指標２－３  地域別ラッピング導入の台数 

＜評価・検証（案）＞ 

①公共交通計画の策定に伴い、町内会長会議・行政協力員連絡協議会などに出

席し、地域の状況を直接伺うことができ、施策検討の材料となった。 

②乗り[逢い]交通導入地域の石脇・石沢地域において、チラシ等を配布し、会

員募集や利用促進を図ったが、大きな効果は得られなかった。 

＜今後の改善点など＞ 

③バス路線から離れた地域に対して、積極的に「対話会」の開催を呼びかけ、

地域の移動状況について考えてもらうきっかけ作りを行い、乗り[逢い]交通

事業の導入の推進を図りたい。 



＜各目標における指標の達成状況＞ 

 

 

 

 

基準値：平成 30 年度 目標値：令和 6 年度 

－ １５件 

令和４年度実績：２件（グランマート本荘南店、ニコット鳥海店） 

令和５年度実績：１件（本荘ひがしクリニック）計３件 

    【モニタリング方法】 

     ・市コミュニティバスの沿線にあるスーパーや医療機関と連携し、互いの利用

促進に資する特典制度を導入した件数を指標とする。 

 

 

 

基準値：平成 30 年度 目標値：令和 6 年度 

2,014 件 8,000 件 

令和４年度実績：2,302 件 

令和５年度実績：2,543 件 

    【モニタリング方法】 

     ・市の割引制度である「市コミュニティバス半額利用者証」を使用してコミュ

ニティバスに乗車した利用者数をカウントする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

目標３ “ライフスタイル提案型”の公共交通へ 

指標３－１  スーパーや医療機関の連携件数 

指標３－２  免許自主返納者の市コミュニティバス利用者数 

＜評価・検証（案）＞ 

①石沢地域の乗り[逢い]交通が医療機関からの申し出を受け、連携することが

できたが、自発的な連携依頼は行えなかった。 

②免許返納者の減額利用者証の利用件数は増加傾向にあるが、目標値からは大

きく離れてしまっている。 
 
＜今後の改善点など＞ 

③石沢地域の乗り[逢い]交通は、利用状況が思わしくないことから、医療機関

との連携について周知し、高齢者の利用促進を図りたい。 

④免許返納者のコミバス利用は増加傾向にあることから、引き続き事業のＰＲ

を行い、公共交通機関による移動を促進していきたい。 

⑤具体的な連携方法が検討されていないため、連携方法を精査し、スーパーや

医療機関へ積極的に連携を呼びかけたい。 

 



＜各目標における指標の達成状況＞ 

 

 

 

 

基準値：平成 30 年度 目標値：令和 6 年度 

２２％ ４０％ 

令和 4 年度実績：４０．8％ 

令和５年度実績：４７．8％ 

    【モニタリング方法】 

     ・鳥海山ろく線の沿線である鳥海、矢島、由利地域の高校生の人数に対して通

学定期券を購入している人数の割合を指標とする。 

     ※鳥海、矢島、由利地域の高校生 

⇒鳥海中学校、矢島中学校、由利中学校の卒業生の人数より 

     ※通学定期券を購入している人数 

⇒通学定期券購入時の住所より鳥海、矢島、由利地域居住者を判別 

目標４ “守って育てる”山ろく線 

指標４－１  通学定期利用率 

＜評価・検証（案）＞ 

①通学定期代の半額割引きを始めて３年目を迎え、高校進学時に割り引きが始

まった世代が引き続き購入を続けているため、年々購入率が上昇しており、

輸送人員の大幅な増加につながり大きな効果を得ている。 
 
＜今後の改善点など＞ 

②引き続き定期割引制度を継続して通学定期券の購入につなげていくほか、新

高校一年生の購入に向けて中学校へのＰＲに努める。 



＜各目標における指標の達成状況＞ 

 

 

（１）PDCA サイクルの実施 

・本計画で掲げた目標を達成するために、的確に PDCA サイクルを実行していく。 

・PDCA サイクルは、毎年開催する市地域公共交通活性化再生協議会において、各事

業の実施状況および達成状況を報告し、有識者・事業者から広く意見・提案等を収

集する。 

・評価結果などは HP 等を通じて公表を行う。 

 

■ Ｐｌａｎ 

・目指す将来像に近づくための目標を設定し、具体的な事業を計画する。 

■ Ｄｏ 

・体制・役割等を明確に設定し、実際に事業を取り行う。  

■ Ｃｈｅｃｋ 

・途中で成果を測定・評価する。 

■ Ａｃｔｉｏｎ 

・必要に応じて修正を加える。一連のサイクルが終わったら、反省点を踏まえて再計

画へのプロセスへ入り、新たなＰＤＣＡサイクルを進める。 

 

 

（２）実施体制 

・本計画の PDCA サイクルは、市地域公共交通活性化再生協議会を中心に、各取り組

み事業の実施主体の協力を得て行う。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（PDCA サイクルの実施体制） 

２、目標の進行管理 

■目標および事業の設定
実施主体：協議会

ＰＬＡＮ

■事業の実施
実施主体：由利本荘市、
交通事業者、支援組織など

ＤＯ

■事業実施結果の評価
実施主体：協議会

ＣＨＥＣＫ

■評価を踏まえた基本方針
の設定
実施主体：協議会

ＡＣＴＩＯＮ 由利本荘市
地域公共交通

活性化再生協議会

交通事業者 行政

関係機関
利用者

（関係団体）

■目標および事業の設定
実施主体：協議会

ＰＬＡＮ

■事業の実施
実施主体：由利本荘市、
交通事業者、支援組織など

ＤＯ

■事業実施結果の評価
実施主体：協議会

ＣＨＥＣＫ

■評価を踏まえた基本方針
の設定
実施主体：協議会

ＡＣＴＩＯＮ 由利本荘市
地域公共交通

活性化再生協議会

交通事業者 行政

関係機関
利用者

（関係団体）


